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１　はじめに

　１９５０年代の西ドイツ，６０年代の日本，そして７０年代の韓国は奇蹟の経済成長

を達成した国とされている。西ドイツ，目本は敗戦国として生産力水準の絶対

的低下の中から，アメリカの技術，資本などに依存しながら復輿が行われた 。

西トイソは西 ヨーロッパ市場およぴ国内市場の拡大によっ て， 目本は国内市場

の拡大とアメリカ，東南アソア市場への進出が経済成長を達成しうる基盤とな

った。韓国は，満州，台湾，サハリソなどと同様に目本の旧植民地として第２

次世界大戦後「独立」した国であり ，生産力基盤が西トイソ，目本に比して脆

弱た中での生産力発展 ・奇蹟の成長を遂げてきた国である 。

　韓国は，現代世界経済の中にあ ってはフラシノレ，メキンコ， 台湾，ノソカポ

ーノレなどとともにＮＩＣｓ と呼ばれる新興工業国であり ，第２次世界大戦後次

々に独立してきた多くの発展途上国とは異なった発展段階を辿っている国であ

る。 また韓国はＮＩＣｓの中でも特異な状況を示している。それは朝鮮民主主

義人民共和国と３８度線で同　民族が分断されての「国家」形態あるいは国民経

済彩成となっている点である。現代世界とくに資本主義世界体制と杜会主義世

界体制の対立の中で韓国は，対杜会主義国の最前線にある国家としてアメリカ

およぴ目本の反共の砦としての役割を担うべき位置にある。形式的な独立国家
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形態をとりながら，資本主義世界体制の中でアメリカおよぴ目本の共同支配体

制に組み込まれるべき位置つげとなっている。韓剛こおげるアメリヵ ・目本の

従属 ・依存体制の維持のためには，多くのＮＩＣｓ 諸国と同様に反共国家，軍

事独裁政権の補完が必要となっている。１９６０年代の初めに朴政権が誕生して以

来， 今目の全斗燥政権まで事実上軍事独裁政権が，政治的 ・軍事的にはアメリ

カの支配下にあり ，経済的には目本に依存した状況の下で継続してきているの

である 。

　韓国におげる奇蹟の経済成長を達成した原因は何か，現状の問題点，課題は

何かを明らかにすることは，世界史的に重要である。とくに先進資本主義副こ

とっ ては「南北間題」として取り上げられているように発展途上国の要求 ・運

動にどのように対処するかという問題に関して，韓国は一つのモデ ノレを提供し

ているからである。また発展途上国側からの「南北問題」は自立的国民経済移

成を目指して帝国主義，新植民地主義にどう対処するかであるが，韓国は発展

途上国の自立的国民経済形成という目標を掲げたがら，先進資本主義国に従属

しての生産力発展という一つの型を提起しているからである。さらに発展途上

国型経済発展を目指したアルゼソチソは現在は工業化の達成どころかイソフレ

ーンヨソの激化，大量の失業者の存在，政情不安という状況でＮＩＣｓ諸国に比

して生産力は著しく小さくなっている。韓国はこのアノレゼソチンの例のように

将来的には再び生産水準の遅れた国にたる可能性があるかどうか，あるいは別

の道を歩むのかどうかは，ＮＩＣｓ諸国の動向とともに，現代世界経済の重要な

課題となっているのである 。

　１９７４～５年世界恐慌以来，世界不況は長期化し今日まで続いている 。ＮＩＣｓ

諾国も世界不況に当然のことたがら巻き込まれている。世界市場は資本主義的

生産力が増大すれは増大するほど，外国貿易 ・国際的分業関係が密になり ，各

国民経済も世界市場の運動に観定される 。ＮＩＣｓ 諸国も生産力拡大とともに世

界市場の運動に観定される側面が大きくなる。先進資本主義国の場合は，各

国民経済の運動が世界市場 ・国際的分業関係の運動を規定していく側面があ

る。 すなわち国民経済と世界市場は相互揚定的側面をもつことになる。しかし
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ＮＩＣｓ 諸国の場合は，先進資本主義因の資本，技術なとの支配下にあり事実上

の従属的側面を持つ国が多い。したが ってＮＩＣｓ 諸国あるいは発展途上国の再

生産運動が世界市場の運動に多大な影響を与える場合は少ないといえるであろ

う。 ただＯＰＥＣ諾国の石油価格の引き上げであるとか，あるいは原材料輸出

国が輸出削減や輸出価格引き上げを行えば世界市場の運動にも犬きな影響を与

えうる。また今日の発展途上国の累積債務問題に現われているように，仮に国

家破産が起きた場合には，世界的た金融恐慌が生じ，相対的過剰生産恐慌を誘

発することもありうる。いずれにせよＮＩＣｓ 諸国あるいは発展途上国は，国家

破産を除いては一国民経済のみで世界市場 ・国際的分業関係を変動させるほど

国民経済の生産力は大きくないということである。韓国の場合は多くのＮＩＣｓ

諸国，発展途上国と同じ範駒こ属するかというと，必ずしも同じ状況ではない

であろう 。韓国の貿易依存度が極めて高いということも一因であるが，目本と

の関係において特殊た構造を有しているからである。後に分析するように韓国

経済は目本の国際的下請げ生産構造という側面と，目本との競合部門の存在お

よび中近東，ＡＳＥＡＮ諸副こ対する進出しているという側面があり ，韓国経済

の動向によっ て世界市場 ・国際的分業関係を再編しうる構造をもっ ているとい

うことである。したがって今目の世界不況長期化の中で韓国が今後どのような

径済発展を遂げていくかは，前述の如く発展途上国におげる経済発展の一つの

型を提起すると同時に，世界資本主義の動向を左右する一つの要素とたりうる

ということである 。

　本稿では現代韓国経済の状況を，世界市場視点から概括し，現在の問題点お

よび目韓経済関係の現況を分析することに課題をもつのである 。

２　韓国経済発展の過程

　韓国は第２次世界大戦直後目本の植民地支配から脱却したが，植民地支配の

下での経済構造は，自皿的国民経済を形成するにはほと遠い状況であ った。そ
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れは「工業構造の破行性，国民経済の　重構造をもたらした農業における前近

代的遺制の温存，目本資本による収奪がもたらした民族資本の消減，背酷な経

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
済余剰の収奪からくる民族経済的基盤の瓦解」という状況にあったからである 。

自立的国民経済を彬成する基盤が軟弱な下での「独立」は，結局盟主を変えて

先進資本主義国の従属 ・支配下に入らなげれぱならたかった。戦後次々に独立

していった多くの植民地諸国と同じ過程である。しかし他の諸国と異なってい

るのは民族が分断されたことによって民族的自立化要求が極端におさえこまれ

たということである。資本主義体制と杜会主義体制の対立の中での民族分断は ・

最前線での体制緯持の任務分担を強いられる。それは経済的た民族自立化とし

てではなく ，何よりも政治的 ・イデオ ロギー的民族主義＝反共ということであ

った。すたわち経済的自立化の基盤がないために，世界経済 ・世界政治の状況

に観定された，発展途上国発展の一つの型を提供したのである 。

　韓国経済は，戦後は目本に代ってアメリカ従属下におかれた。アメリカ支配

は戦前の植民地経済構造を温存したままアメリカ依存型経済構造への変遷を促

がした。戦後のアメリカ世界市場支配が西 ヨーロッバ，目本，そしてラテンア

メリカで行われたのと同様に援助を積杵としての，アメリカ世界市場進出 ・支

配のための，経済構造への転換である。援助はガリオア資金を中心にしてアメ

リカ過剰商品 ・過剰農産物の受げ入れ体制を彩成し，一方で消費財を中心とし

た韓国産業構造の再編をも促すこととな った 。

　アメリカの従属下での韓国経済は，植民地経済の残津の中でアメリカ世界市

場支配に側した産業構造への転換がはかられていくことになったが，一方で買

弁的ブノレジ ョアジーあるいは官僚を中心にして「民族的資本」が育成される契

機も生み出されてきた。戦前目本人が領有していた公 ・私有財産（当時の韓国総

資産の８０％）が民問へ払い下げられることにな った。すなわち帰属財産の払い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
下げである。この過程でｒ官僚機構の育成 ・強化，本源的蓄積の促進」がなさ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
れ， 韓国はアメリカ従属下の「官僚主義的性格」をもつ資本主義への道が歩ま

れたのであった。今目の韓国経済への原型ともいえる過程である ・

　１９５０年代に入って韓国経済はアメリカ従属的経済構造の性格を強めていった ・

　　　　　　　　　　　　　　　　（１３０）
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とくに朝鮮戦争の勃発は国防費の増大，戦時イソフレーショソを激化させ国家

財政の赤字化を伴うことによっ て， ますますアメリヵに依存せざるをえたい状

況とな った。戦争を契機とした大量のアメリカ軍の駐留，アメリカの援助の増

大は，再び韓国の産業構造の転換を促がすこととな った。アメリカ駐留軍のた

めの消費財生産は，毛紡織，製紙，タイヤ，セメソト ，板ガラス，肥料，化薬

たとの産業部門の育成 ・発展とたってい った。それはアメリカの援助を挺子と

しての韓国政府による産業育成であり ，企業育成でもあ った。また農業部面で

は， アメリカの大量の余剰農産物の受げ入れによっ て， 後の生産カ発展の基盤

となる農民層分解，相対的過剰人口排出を可能にさせ，韓国農業の再編をも促

がすこととなったのである。アメリヵ従属下での韓国の経済構造は，自立的国

民経済形成への道を放棄し，世界市場 ・アメリカ依存の経済構造という特殊経

済構造の確立への方向をたどっ た。

　アメリカ従属下の特殊経済構造の確立は，貧富格差の拡大はもちろんのこと ，

商業資本を中心とした少数の財閥の成立，買弁的官僚支配などが進んでいった

が，一方ではこうした状況や支配層に対する反対運動も起こっ てい った。アメ

リカ支配からの転換，民主化の要求である。それは李承晩政権を打倒するまで

に至った。従属経済から自止的国民経済 ・民族経済確立への要求でもあ ったの

である 。

　しかし「冷戦体制」の進行は，分裂国家の民主化を許さず，軍事クーテター

によっ て朴政権が誕生することとな った。いわは韓国経済は自立的国民経済 ・

民族自立が達成されていたいがために，アメリヵを中心とする世界資本主義体

制の維持 ・強化のための防波堤としての役割を担わされたのである。すたわち

非資本主義への道ではなく ，資本主義発展への道を歩むことは，先進資本主義

国の従属 ・支配を余儀なくされるということである 。

　第２次世界大戦後の多くの発展途上国は，植民地支配からの離脱，反帝国主

義を前面に出して自立的国民経済移成への方向に進むことを基本にしての経済

建設であ った。それは部分的にはバソドソ会議やネ ノレー 周恩来の平和五原則

に結びついていたし，非同盟首脳会議の開催ともな った。また国連を通じて

　　　　　　　　　　　　　　　　（１３１）
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ＵＮＣＴＡＤの設立にまで及んだ。しかしキ ューバ，ヴェトナムなどのように非

資本主義への道を歩む国を除いては，資本主義的発展の方向を目指し，結局は

先進資本主義国の介入を招くことにな ったのである。韓国のように先進資本主

義国の介入あるいは従属 ・支配を受げ入れた国にあっては，生産力発展が行わ

れ今目のＮＩＣｓ 諸国ともなっていたったのである 。

　戦後の世界資本主義体制は，全般的危機論の四つの指標に示されるように ，

発展途上国の自立化要求は資本主義体制そのものの危機を助長させる。とくに

１９６０年代に入ってからの発展途上国の運動 ・行動原理は先進資本主義をして危

機を助長させることにな った。韓国の民主化運動はまさにこの時期であり ，発

展途上諸国の運動と一面では呼応するものがあったのである。しかしアメリカ

従属下での経済発展は，世界経済情勢を反映して反自立化を余儀たくされ，再

び従属への道を歩むこととな った。その従属下の道は，植民地型経済構造では

なく ，アメリカおよび１９６０年代後半に登場する目本に似せての経済構造を確立

する道であ った。いわぱアメリカ，目本の国際的分業関係の下での経済構造の

確立である 。１９６２年からはじまっ た朴政権による経済建設は，朝鮮民主主義人

民共和国との対立を鮮明にしながらも，経済基盤を整備し，アメリカ，日本資

本の進出を促がし，国際的下請げ生産構造を形成する基盤でもあ った。そこに

第１次５か年計画から始まる，経済計画の意義が存在するのである 。

　５か年計画は１９８２年から始まった第５次５か年計画まで５次の計画がなされ

た。 第１次５か年計画は経済基盤造成期，第２次～４次までは経済成長期，第

４次の後半から第５次は国際化指向期（第１表　　但し貿易関係を主体にした政策

目標を中心に表示してある）と３期に区分することができる。第５次は全斗燥政

権によるものである。５か年計画は，朝鮮民主主義人民共和国との関係を単な

る政治的 ・イデオ ロギー的対立面だげの政策ぱかりでなく ，経済構造 ・経済成

長においても優位性を証明しようとしたものであり ，ヴェトナムをはじめアジ

ア， アフリカ，ラテソアメリカで活発化する民族独立運動，非資本主義的発展

方向への歯止めともなるべき性格をもつものであった。とりわげ第１次５か年

計画ではアメリカの全面的支援の下で実施されてきた。しかし１９６０年代に入 っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１３２）

Ｇ



　　　　　　　　現代韓国経済分析序論（岩田）

　　　　第１表経済政策（貿易政策）の基調変化

１政策基調１　　　　１重要成果

７

過
渡
期↓

。輸出第一主義

。輸入代替産業育成

。基礎産業の着手

第１次計画

１９６２～６６）

。１億ドル輸出達成（１９６４年）

。開発計画の着手

。基礎産業の自給体制構築

・・一 一一

。輸出基盤拡充

。軽工業国際競争カ強化

。外資導入促進

第２次計画

１９６７～７１）

。１０億ドル輸出達成（１９７１年）

全産業輸出化

。杜会間接資本拡充

期

成

長

期

。工業構造の高度化

。産業の国際化及び国際競争力
強化

。輸出振興政策及び継続推進

。海外原材料安定確保

。成長と安定の調和

。輸出産業基盤の整傭

第３次計画

（１９７２～７６）

国
際
化
指
向
期

。輸出主導開発持続，対外開放
政策の積極化

。競争力ある比較優位産業育成

。民問主導市場経済推進

第４次計画

（１９７７～８１）

第５次計画

（１９８２～８６）

。５０億ドル輸出達成（１９７５年）

・重化学工業推進

。総合商杜体制推進

。科学技術促進，技能工育成

。海外建設促進

・輸出１００億ドル達成（１９７７年）

。１人当りＧＮＰ１，０００ドル達成
　　　　　　　　　（１９７７年）

。海外建設８０億ドル達成（１９７８年）

。輸出２００億ドル達成（１９８１年）

。輸出５００億ドル達成（１９８６年）

。１人当りＧＮＰ２，２００ドル
　　　　　　　　（８０年価格）

。年平均７．６劣成長

。重化学輸出比重５４．３％（１９８６年）

（出所）ｒ民間貿易白書』（韓国貿易協会）ユ９８２年版

てからの西欧，日本の生産力の発展は，アメリカ世界市場支配を揺るがすもの

とな った。ド ノレ危機に象徴されるようにアメリカの相対的地位の低下は，資本

主義世界体制維持をアメリヵ独自ではなく ，酉欧 ・目本の協同維持体制へと移

行せざるをえなかったのである。アメリカの世界市場支配の積杵であった援助

がアメリカ国際収支を悪化させドル危機を進行させることにな ったからである 。

韓国においては日本による肩代わりおよびアメリカとの共同支配への移行とな

った。１９６５年の目韓条約の締結は，アメリカ ・目本による韓国共同支配を象徴

するものであ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１３３）
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　第２次５か年計画では，目標を産業構造の近代化，自立経済の促進化という

ことであり ，食糧自給の促進，化学 ・鉄鋼 ・機械工業の建設を目標とした。電

源開発，高速道路の建設，鉄道電化，石油化学 ・製鉄所の建設が実際に進行し

た。 これらの「産業構造の近代化」は，目韓条約を積杵としての賠償資金，援

助， 借款たどに建設資金を依存したものであり ，韓国経済の「高度成長」の基

盤を確立することとなったのである。この基盤の確立は同時に，目本資本の受

げ入れ基盤の整備であり ，目本の国際的下請げ化を移成する過程ともなった 。

この外国資金依存，国際的下請げ生産構造の移成が今目の貿易依存型経済構造

の最大原因ともたったのである。外国資金依存では目本の公的および民間資金

のみならず，世界銀行，アメリカの民問資本などにも依存し，第２次５か年計

画中の外部資金依存は４脇に達する規模であったといわれる 。

　韓国経済の特殊的経済構造すなわちアメリヵ ・目本の共同支配下での国際的

下請げ生産構造，外資依存，貿易依存という構造は，１９７２年からの第３次５か

年計画期において定着し，さらに進展することとたった。第３次５か年計画で

は経済成長率の目標数値を８６％という高い水準におき，　「自立的経済」を確

立するという目標をたてた。しかし現実の政策はむしろ外資依存度を高め，一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
層国際的下誇げ生産構造を推進するものとなった。外資導入を促進するための

政策は高金利政策の採用とたった。この高金利政策は外資導入を高めたが，外

資導入を行うことが可能であったのは，輸出産業 ・企業に限られていたことが

特徴的である。むしろ政府の政策は輸出増大のために外資を導入し，輸出産業

・企業の資金調達を可能にさせ，生産力を増大させるということであった。そ

して輸出企業に対してはｒ低金利」を採用する　重金利政策を採用した。外資

を導入する場合，個別企業での導入が困難であるがために政府が外資導入の条

件を整備し，輸出企業にはｒ低金利」で貸出しを行うという特殊た政策が採用

されたということである。したがって輸出企業ではない企業は，高利な資金を

利用せざるをえないということで，韓国特有の私債市場の拡大にもつながった

のである 。

　外資依存は１９８０年に入ってからも同じ傾向にあるが，韓国経済は外資によっ

　　　　　　　　　　　　　　　　（１３４）
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て国内産業 ・企業の生産力の増大を計るのみならず，外国資本の直接的導入も

活発に推進したのである。とくに目本の資本の導入 ・現地生産が最大であり ，

『外国人投資白書』１９８１年版によれぱ，現地生産（合弁企業を含む）の全件数

８２２のうち日本は７４３劣の６１１件と最大とた っている。一方日本からみると ，

海外進出は１９６０年代後半から増大するのであるが，進出先はアソァに集中し

ており ，とりわげ韓国の比重は大きい。ｒ海外進出企業総覧』（週刊東洋経済）

１９８２年版によれば全製造業の進出件数２，６３１のうちアジァに１，６８９と集中して

いる。そのうち韓国は３１９件と ，全体の１２．１ガを占めているのである。このよ

うに１９７０年代に入ってからの韓国は外資による資金調達とともに外国資本によ

る直接的生産の増大という ，二重の意味での外資依存経済が確立されたことで

ある。そして外資のみならず，技術においてもアメリカおよび目本への依存度

を強めていったのである 。

　第３次５か年計画の期問中は，韓副ことっ ても重要な転換点を迎えている 。

１９７３年の第４次中東戦争を契機とする石油価格の大幅上昇，１９７４～５年世界恐

慌の勃発と長期不況の進行がそれである。１９７０年に入ると韓国の国際収支の赤

字化が慢性化し，国内イソフレーショソが急速に進行する。韓国経済にとっ て

は， 国際環境，国内状況の両面とも生産力を大幅に増大できる好状況ではた

かっ たのである。それにもかかわらず経済成長率は１０劣を越えるほどであり ，

１９７６年には１５．１劣を達成している。それは経済計画の目標数値をも大幅に上回

る成長率であり ，途中計画数値の変更も行わざるをえないほどであ った。すた

わち世界不況が続く中で，先進資本主義国はいずれも経済成長がスローダウソ

し， 失業，イソフレーショソ，国際収支の悪化たどという状況があるにもかか

わらず，韓国は高い成長率を維持できたということである。その原因はいった

い何かを明らかにしなげれぱ１ならないであろう 。

　原因の第１は，先進国の不況が長期化する中で，大量の過剰資本が存在した

ということである。犬量の過剰資本は，貨幣形態での過剰はもちろんのこと生

産資本形態での過剰もあ った。過剰貨幣資本は投資先を求めて移動するが，そ

れは先進国問だげでなく ，ＮＩＣｓ をはじめとする発展途上国，およぴ杜会主義

　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ３５）
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国へも移動したことである。とくに韓国では外資導入のために高金利政策を採

用したことは，資金流入を増大させる原因でもあ った。また生産資本移態では ，

先進国過剰設備，過剰労働者の存在はその捌げ口を求めてＮＩＣｓ諸国を中心に

移動した。目本の主たる移動先は韓国であったのである。第２の原因は，世界

不況の長期化は，一層の コスト削減を求めて，安価な労働力，過剰労働力が存

在するＮＩＣｓ諸国での海外生産を増大させたことである。それは技術最先端部

門ではたく ，いわぱ旧来型産業もしくは部品製造産業部門などにおいてである 。

目本と韓国との関係では，目本の進出産業は，繊維，肥料などを含む化学，家

庭電器などの部門であり ，これらはいわは国際的下請げ生産を目的とした都門

ということである 。第１ ，第２の原因のように国際的状況に観定される側面と

第３の原因は，政府の経済政策およぴいわゆる財閥たとの独占体の成長などの

国内的側面がある。経済政策は，前述のように外資導入，外国技術導入政策と

ともに，輸出企業に対する優遇政策によるものであり ，さらに高速道路網建設

や， セマウル運動に基づく住宅建設の促進その他の有効需要政策の実施である 。

独占体の成長では，現代クループ，ゴ星，大宇，鮮京，ラッ キーなどの財閥が

誕生し，韓国経済の中枢を握るようにたってきている。これらの財閥は，独裁

政権の庇護の下で国有企業の払い下げや，政府資金の調達を優遇された，いわ

ぱ官民癒着の体制の中で成長したのである。さらに軍事独裁政権下であること

からすれぱ官 ・軍 ・産（財閥）癒着の経済構造ということになるであろう 。そし

て同時に，アメリカ ・目本による共同支配下での経済構造であることから，現

代韓国経済は従属下におげる官 ・軍 ・産（財閥）癒着の資本主義体制ということ

ができよう 。以上，韓国経済発展の主要な原因をみてきたが，個々の産業部門

あるいは個別資本においては種々な発展形態をたどっ ている。したがって世界

経済的視点のもとで韓国の特殊状況を具体的に分析することが必要であろう 。

　　１）趨容範『韓国経済論』東洋経済新報杜，１９７４年，５０ぺ一ジ 。

　　２）同上，７１べ一ジ 。

　　３）同上，７１べ一ジ 。

　　４）中川信義「韓副こおげる外資導入（１），（２）」『季刊経済研究』（大阪市立大学経済

　　　研究所）第２巻第１号および第４巻第４号，を参照 。
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３現代韓国経済の諸特徴

　１９７０年代に奇蹟の発展を遂げた韓国経済も１９８０年代に入って大きた転換点を

迎えている 。１９６０年代，７０年代を通じて生産力の増大が続いた韓国経済が１９８０

年に 一６．２％という生産低下を余儀なくされたことである（第２表）。 第３次５

か年計画では経済成長率の目標設定を中途で　　　第２表経済成長率推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位）％
上方修正を行わねばならないほど順調に進行

したが，第５次５か年計画では，初年度から

経済成長率の数値の下方修正を迫られている 。

１９８０年代の世界経済は，１９７０年代とは異な っ

た状況を生み出しているということである 。

　１９７０年代におげる韓国の生産力上昇は，農

業などを除げはほとんどの製造業で進んでい　　 （出所）ｒ経済統計年報』（韓国銀行）

った。１９７５年の生産指数を１００とすると ，１９６５年はわずか１１．９にすぎたかった

のが，１０年後には９倍弱の伸びを示している 。さらに１９７９年は２２０．１とわずか

４年問で２倍強の増大という驚くべき成長とたった。とりわげ成長率の高いの

は， 鉄鋼，家庭電器，石油化学部門なとであり ，いわゆる重化学工業化が１９７０

年代に急速に進行したのである（第３表）。

　韓国の経済成長およぴ重化学工業化の進展を促した要因の一つに前述のよう

に輸出依存型の経済構造をあげることができる。第４表は輸出入依存度を示し

ている。１９６０年代の輸出依存度は５～１５〃こすぎなかったのが，７０年代に入 っ

て急速に依存度を強め１９８１年には４３４劣の局率となっている 。一方の輸入も７０

年代に入っての伸びは大きく１９８０，８１年には５０劣を越えるほどの高率である
。

輸出入依存度合だげからすれぽ，オラソダ，ベルギーなどのヨーロヅバ先進資

本主義に匹敵するほどである。韓国の経済成長はまさに輸出依存型であ ったこ

とを示すものである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１３７）

１９６４年 ９． ６ １９７３年 １４．９

６５ ５． ８ ７４ ８． Ｏ

６６ １２．７ ７５ ７． １

６７ ６． ６ ７６ １５．１

６８ １１ ．３ ７７ １０．３

６９ １３．８ ７８ １１ ．６

７０ ７． ６ ７９ ６．
４

７１ ９． ４ ８０ 一６ ．２

７２ ５． ８ ８１ ７． １
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第３表主要製造業生産指数
　　　　　　　　　　　　（単位）指数１９７５＝１００，増加率％

ぷ
合 計

指数１ 増加率

繊緯 ・衣服
皮革

指
数１
増加率

石油 ・化学 ・

石炭 ・石油化学

指数１ 増加率

第１次金属

指数１ 増加率

金属製品 ・機械

指数１ 増加率

１９６２ ９． ２ １６ ．５ ５． ９ １５ ．７ ９． ８ １４．０ ６． ３ ５３ ．７ ５． ２ ３０．０

６３ １０．４ １３ ．Ｏ ６． １ ３． ４ １１ ．６ １８．４ ８． ５ ３４．９ ６． ３ ２１ ．２

６４ １１ ．２ ７． ７ ７． １ １６ ．４ １３ ．８ １９ ．０ ６． ８ 一２０．０
６． ４ １． ６

６５ １１ ．９ ６． ３ ８． ２ １５ ．５ １３ ．４ 一２．９
８． ４ ２３ ．５ ６． ５ １． ６

６６ １４．９ ２５ ．２ ９． ６ １７．１ １６ ．８ ２５．４ １１ ．９ ４１ ．７ ９． １ ４０．０

６７ １９ ．３ ２９ ．５ １２．４ ２９ ．２ ２４．Ｏ ４２．９ １２．３ ３． ４ １１ ．７ ２８．６

６８ ２６ ．２ ３５ ．８ １７．２ ３８．７ ３５ ．４ ４７．５ ２０．０ ６２．６ １４．８ ２６ ．５

６９ ３１ ．６ ２０．６ ２２．３ ２９ ．７ ４２．３ １９．５ ２４．２ ２１ ．０ １８．３ ２３．６

７０ ３５．３ １１ ．７ ２６ ．６ １９ ．３ ５１ ．４ ２１ ．５ ２５ ．３ ４． ５ １８．９ ３． ３

７１ ４１ ．１ １６ ．４ ３３ ．４ ２５ ．６ ５７．６ １２．１ ２７．７ ９． ５ ２１ ．５ １３．８

７２ ４７．８ １６ ．３ ４５ ．５ ３６ ．２ ６２．１ ７． ８ ３３．２ １９ ．９ ２３．７ １０．２

７３ ６４．８ ３５．６ ６３ ．５ ３９ ．６ ７７．９ ２５ ．４ ５０．１ ５０．９ ４４．Ｏ ８５．７

７４ ８３．７ ２９ ．２ ７３ ．８ １６ ．２ ８６ ．８ １１ ．４ ９１ ．５ ８２．６ ８１ ．５ ８５．２

７５ １００．Ｏ １９ ．５ １００．０ ３５．５ １００．０ １５ ．２ １００．０ ９． ３ １００．０ ２２．７

７６ １３１ ．８ ３１ ．８ １３３ ．８ ３３．８ １２７．７ ２７．７ １４１ ．６ ４１ ．６ １５１ ．４ ５１．４

７７ １５８．７ ２０．４ １４８．０ １０．６ １５７．２ ２３．１ １７２．４ ２１ ．８ １９１ ．５ ２６ ．５

７８ １９６ ．４ ２３．８ １７３．３ １７．１ １９１ ．６ ２１ ．９ ２２８．３ ３２．４ ２７０．１ ４１ ．０

７９ ２２０．１ １２．１ １８２．１ ５． １ ２１９．７ １４．７ ２９５．４ ２９ ．４ ３０１．７ １１ ．７

８０ ２１５ ．９ 一１ ．９ １９５ ．９ ７． ６ ２１９ ．０ 一〇．３ ３１９ ．１ ８． Ｏ ２５７．４ 一１４．７

８１ ２３８．８ １０．６ ２２８．１ １６ ．４ ２２３．Ｏ １． ８ ４２０．３ ３１ ．７ ２９９．２ １６．２

」
（出所）『韓国の主要経済指標』（韓国貿易協会）１９８２年版

第４表 輸出入依存度

（単位）％

べ
輸出依存度 輸入依存度

べ
輸出依存度 輸入依存度

１９６２ ６． Ｏ １６ ．６ １９７２ ２１ ．８ ２７．０

６３ ５． ４ １５ ．８ ７３ ３１．３ ３５ ．１

６４ ６．
７ １３ ．５ ７４ ２９ ．５ ４１ ．９

６５ ９． ５ １５ ．９ ７５ ２９ ．１ ３９ ．５

６６ １１ ．９ ２０．３ ７６ ３４．５ ３６ ．９

６７ １３ ．６ ２２．４ ７７ ３７．２ ３７．８

６８ １４．７ ２５．９ ７８ ３６ ．２ ３９ ．５

６９ １５ ．４ ２６ ．０ ７９ ３２．５ ４０．２

７０ １６ ．０ ２５．３ ８０ ４０．２ ５０．４

７１ １７．１ ２７．８ ８１ ４３ ．４ ５１ ．６

（出所）ｒ韓国の主要経済指標』（韓国貿易協会）

（１３８）
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　第５表，第６表は輸出が生産増大にどれだげ寄与したかを示したものである
。

１９７５年から８１年までであるが，１９８１年では総生産額３２兆２，５２０億ウォソのうち

３４．７劣の１１兆１，９４０億ウォソは輸出によっ て誘発されているのである。この輸

出寄与度を産業別にみれぼ製造業が８９．４劣を占めている。すなわち韓国経済の

成長は製造業を中心に発展しているが，その製造業の発展は輸出の拡大によっ

て支えられているという構造である 。

　　　　　　　　第５表輸出の総生産に対する誘発額と寄与度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位）１０億ウォソ
　　　年　次
区分　　　　

１９７５ ７６ ７７ ７８ ７９ ８０ ８１

総産出額（Ａ）　 ２０．９９０ 　２４．２９１ 　２６．９１９ 　３０．１９９ 　３２．２８１ 　３０．０６４ 　３２，２５２

生産誘発額（Ｂ）　 ４． ６０６　　 ６． ２９２　　 ７． ４６３　　 ８． ５６４　　 ８． ５０３　　 ９． ４２６　１１ ，１９４

寄与率Ｂ／Ａ（％）　　 ２１ ，９　　 ２５ ，９　　 ２７，７　　 ２８ ，４　　 ２６ ，４　　 ３０ ，８　　 ３４．７

（注）１９７５年不変価格を基準

（出所）ｒ貿易年鑑』８２年版（韓国貿易協会）

　　　　　　　　第６表輸出の産業別生産誘発度（１９８１年）

（単位）　１０億ウ ォソ

区分
輸出額Ａ 生産誘発額Ｂ

金額１比重（％） １比重（％）
Ｂ／Ａ

産業別 金　額

農林水産業 １８６ ．５ ３． ２ ２６６ ．６ ２． ４ １． ４３

鉱　　　業 ２８ ．８ Ｏ． ５ ４２ ．９ Ｏ． ４ １． ４９

製　造　業
５． ２７５９ｉ

■

８９ ．４ １０，２９４ ．３ 　　１９２０１ １． ９５

そ　の　他 ４１２ ．９ ７． Ｏ ５９０．１ ５． ３ １． ４３

全　産　業
５， ９０４ ．１

　　１
１００ ．Ｏ １１ ，１９３ ．９ １００ ．Ｏ １． ９０

１

　　　（注）ユ９７５年不変市場価格を基準

　　　（出所）『貿易年鑑』

　製品別の輸出状況を示したのが第７表である。軽工業品，重化学工業品で分

類してある。この分類は生産手段であるか消費手段であるかを示すものではた
く， 資本集約的であるか労働集約的であるかたとも正確に反映するものではた

い。 この表によれぱ１９７０年代は軽工業品の輸出が過半を占めている。繊維類，

皮革 ・はきもの，雑貨などである。とりわげ繊維類の輸出比率は大きく１９７０年

代の初めは４０劣前後，７０年代後半においても２７～３０劣を占めるほどである。繊

維類の中でも輸出額が大きいのは織物，衣類であり ，この両者はアメリヵ ，目

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１３９）
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本向げ輸出が大半を占めている。織物，衣類（縫製を含む）の輸出は，韓国の低

労賃を武器とした国際競争力の高い製品の輸出であり国際的分業関係の再編を

促したものでもある。重化学工業品の輸出では，鉄鋼，機械類の輸出増加は著

しく ，１９７１～８１年の年平均増加率はそれぞれ５１５劣，４７８劣と局率にな ってい

る。 鉄鋼輸出の増大は，対日請求権資金で建設した浦項国営製鉄所の生産増加

によるものである。機械類には船舶も含まれている。船舶以外の機械輸出では ，

東南アンア，中東の建設機械なとを除げは部晶的な製品が多い。重化学工業品

では鉄鋼などの一部の素材部門を除げぱ，内需に依存するのではたく ，明らか

に外国市場目当ての生産が行われているということができよう 。すなわち輸出

主導型の経済構造ということである 。

　韓国の輸出市場の構造変化を示したのが第８表である 。１９７０年代中ころまで

第８表輸出市場の構造変化

　　　　　　　　　　（単位）金額１００万ドル，構成比％

年

ア　ジ　ア

　日　　本
　ＡＳＥＡＮ

　中　　東

ヨー肩ツ
・く

　Ｅ　　　Ｃ

　Ｅ　ＦＴＡ

→ヒァメリカ

　アメリカ

ラテソアメリカ

アフ　リ　カ

大　洋　州

杜会主義国

合　　　　計

先　進　国

発展途上国

　石油輸出国

　非石油輸出国

１９６５　　７０　　　７５　　　８０　　　　８１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９６５～８１年

構成比構成比構成比構成比金額１構成比平均増加率
３７，７　　　　　３７，８　　　　　４０，４

２２，２　　　　２８，３　　　　２５ ．４
＝

４． ９　　　　　　２．６　　　　　　０ ．４

０． ８　　　　　１．１　　　　　６ ，３

１２．２　　　　　　９，１　　　　　１８．４

７． ０　　　　　６，２　　　　１４ ．８

３． １　　　　　　１ ．２　　　　　　ユ ．８

３６，７　　　　　４９，７　　　　　３４，１

３５，２　　　　４７，３　　　　３０．２

０． ２　　　　　０．５　　　　　ユ ．０

１． ２　　　　　２．１　　　　　３ ．９

０． ７　　　　　０．８　　　　　１ ．７

一　　　　　一　　　　　〇．４

…１…１…
７３，２　　　　８９，０　　　　７９ ，３

２６，８　　　　１１，０　　　　２０．７

０． ６　　　　　　２．１　　　　　　４，７

２６．２　　　　　８，９　　　　１６ ．０

４１．８　　　８，３２５，０　　　３９，２　　　　３５ ，３

１７．４　　　３ ，５０２，８　　　１６，５　　　　３２．５

６． ５　　　１ ，０９６．８　　　　５，２　　　　３５．５

９． ７　　　２，３６０，６　　　１１，１　　　　５９ ．１

ユ７．８　　　３，３８１，６　　　１５，９　　　　３７，２

１４．５　　　　２，９８３，９　　　　１４，０　　　　　４１ ．０

２． ０　　　　　５７０．０　　　　　２，７　　　　　３３ ，８

２８．３　　　　６ ，１４４，１　　　　　２８，９　　　　　　３３ ，０

２６．３　　　　５，６６０，６　　　　　２６ ，６　　　　　　３２．６

２． ８　　　　　　８０７．３　　　　　３，８　　　　　６０．９

４． ３　　　　１ ，２８６．６　　　　　６，１　　　　　４９ ．３

１． ６　　　　　　３６５．７　　　　　１，７　　　　　４３ ．０

３． ４　　　　　９４３．５　　　　　４．４　　　　　　　一

・・・・・ ・・・・ ・・ 　…１・…
６４，５　　　１３，６５３，１　　　　　６４，２　　　　　　３３，９

３５．５　　　７，６００，７　　　３５，８　　　　３７，４

１２．７　　　３，２９６，３　　　１５，５　　　　６４，９

２２．８　　　　４，３０４，４　　　　２０，３　　　　　３２．８

（出所）［民間貿易白書』（韓国貿易鴇会）

（１４１）
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の韓国の輸出は先進副こ偏在していた。１９７０年では８９労と局率になっている 。

しかし１９８０年代に入ってから発展途上国の割合が増えてきている。８１年では

３５．８労と３分の１以上を占めている。これを国別 ・地域別にみれぱ，１９６５年は

日本，アメリカの両国で５７４％を占めていたのが８１年には４３１劣と比重は低下

している。同じ先進国でもヨーロッバ地域とりわけ西ドイツヘの輸出は増加し

ている 。８１年には ヨー肩ツバ地域全体で１５．９劣とほぽ目本の輸出比率と一致し

ている 。発展途上地域ではＡＳＥＡＮおよひ中東地域への輸出増である。中東地

域には１９８１年の総輸出の１１．１％２３億６，０００万ドノレの輸出となっている。この輸

出地域，国別状況からみれば，１９７０年代までは，アメリカ，目本などの先進国

市場への依存　　下請げ生産構造が，７０年代を通じての生産力の急速な伸ぴに

よっ て， 先進国の同一産業 ・資本と競合できるような産業部門もしくは企業が

出現し，発展途上地域あるいは西 ヨーロッバに進出したということである。す

なわち韓国の輸出構造，生産構造は１９６０年代，７０年代を通じてアメリカ，目本

の国際的下請げ生産構造が確立し，その一方で生産力の増大した産業部門 ・資

本は国際競争力も強化し先進国資本と競合できる状況にたったということであ

る。 韓国の輸出 ・生産構造は１９７０年代後半から上の両極面の並存状態になった

のである。したがって世界不況の長期化およぴ中東諸国の国際収支の悪化状況 ，

発展途上国の累積債務の存在なとは韓国の輸出環境を著しく悪化させていると

いうことである。韓国経済はいわば世界市場 ・国際的分業関係の動帥こ強く左

右されるようにたったということであり ，世界市場依存構造が確立しつつある

ということであろう 。したがって今目の韓国経済はアメリカ，目本に金融 ・技

術および政治的 ・軍事的に従属しながら，一方では先進国資本と競合できる産

業・ 資本が出現し世界市場での競争関係を激化させる部分が存在するという二

つの側面をもつ特殊韓国型経済構造の確立過程であるということができよう 。

　１９６０年代７０年代と成長を続げてきた韓国が，８０年にはマイナス成長を経験し ・

その後もかつてほどの大幅な成長を記録していたい。経済成長の鈍化の中でイ

ソフレーショソは逆に急速に進行している。第９表は消費者物価の推移を示し

ている。１９７４年以降の消費者物価上昇は年平均で２０刎まどにも達し，８０年には

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１４２）

．）／
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２８７劣と最大の上昇率とな っ

ている。この年はマイナス成

第９表消費者物価の推移
　（単位）指数１９７５＝１００

　　　　　増加率％

　　　　　　　１７

第１０表　名目労賃の

　　推移（月平均）

　　（単位）　ウオソ

長時であるからまさに不況下

の物価局を経験したことにな

る。 指数からみても１９７５年を

１００とすると８１年は２７２．９と

６年間で３倍弱の物価上昇と

なり ，少なからず韓国の輸出

に影響を与えている。そのた

め１９８０年には対米ドル為替相

場は，変動相場制に移行する

こととなった。変動相物制の

移行は，韓国ウォソの事実上

の切り下げであり ，輸出によ

るアメリカドル敢得率を小さ　　 （出所）『韓国の主要経済指標』

くし貿易収支を悪化させる原因にもな っている 。またイソフレー：■ヨソの進行

．は，名目労賃の大幅上昇とたって現われている 。１９７１年には月２２，４００ウォソに

すぎなかった名目労賃が１９８１年には１８万ウォソと７倍強の増加である。この労

賃の上昇は当然のことながらコスト増に結びつき輸出競争力を減少させること

になる。事実繊維部門では従来の労働集約的な部門（その典型は織物，縫製など

であるが）が中国の激しい追い上げにあい危機にさらされてもいる。しかし賃

金が上昇したといっても韓国の労賃は絶対的低水準にあったのであり ，また労

働生産性の増加率に比すれば賃金の上昇率のほうが小さいのである（第１０表）。

　経済成長の鈍化は，一方で失業者を増大させている 。政府統計（一時的に就労

したものは失業者としない）によっ てですら，１９８０年には５．２劣７４万９，ＯＯＯ人を数

えている。失業者の増大あるいは農業の再編成などは人口の都市集中化を招く

が， 韓国とて例外ではなく ，ソウ ノレ，釜山，大邸などの主要都市に人口を集中

させている。中東諸国が石油輸出によっ て国際収支カ黒字状況であった時代に

　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ４３）

指数 増加率

決
全平均

１９６５ ２７．５

‘
１９７１ ２２，４４１

６６ ３０ ．７ １１ ．６ ７２ ２２，８３４

６７ ３３ ．９ １０ ．４ ７３ ２７，２９９

６８ ３７．６ １０．９ ７４ ３６，０３４

６９ ４２．３ １２．５ ７５ ４２，５８９

７０ ４９．１ １６ ．１ ７６ ５７，５３８

７１ ５５ ．７ １３ ．４ ７７ ６９，１９０

７２ ６２．２ １１ ．７ ７８ ９２，６１１

７３ ６４．２ ３． ２ ７９ １２６，５４４

７４ ７９ ．８ ２４ ．３ ８０ １５０，７４７

７５ １００ ．Ｏ ２５ ．３ １８０，８３７

７６ １１５ ．３ １５ ．３

（出所）ｒ韓国の主要経
７７ １２７．０ １０．２

済指標』

７８ １４５ ．３ １４ ．４

７９ １７１ ．９ １８ ．３

８０ ２２１ ．３ ２８．７

８１ ２７２．９ ２３ ．３
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は， 建設需要の高まりとあいまっ て， 韓国から大量の出稼ぎ労働者が中東地域

に送られた。この出稼ぎ労働者の存在は，韓国におげる相対的過剰人口の処理

を可能にさせたし，出稼ぎ労働者による本国へのドル送金は国際収支の改善に

貢献したのである。しかし中東諸国の国際収支の悪化が顕著になってからは ，

建設需要をはじめ出稼ぎ労働者の削減を余儀なくされ，さらには中東諸国への

輸出の減少も生じうる状況とたっている。韓国経済は世界市場 ・国際的分業関

係に強く影響されるということは，１９８０年代の韓国の経済状況に如実に示され

ているといえよう 。

　韓国が輸出依存型経済を志向する限りにおいては，さらに生産力を増大し国

際競争力を強化したけれぽならない。一部の産業部門におげるように国際的下

請げ生産を維持していくたらぱ，目本 ・アメリカの全くの技術依存，市場依存

状態ということにたろうが，「自立化」を志向するならぱ，国際競争力を強化

し独自の産業部門を育成しなげれぽならない。そのためには，外国から犬量の

資本を導入し，また技術を導入しなげ汕まならないであろう 。ところが外資導

入， 外資依存は，ブラジ ノレ，メキシ コに現われているような先進国の共同管理，

従属への道をさらに強めるということになるであろう 。１９８２年末での韓国の累

積債務は長期２３２億トノレ，短期１０１億その他と合わせて３７２億トルに達してい
１）

る。 そして対外債務はこの数年増加の傾向を続げている。この傾向が今後も続

けぽブラシル，メキンコと同様な状況に汰る危険性も存在する。一方の技術導

入では，最先端の技術例えほ電子技術などの導入によっ て， 先端産業部門の産

業育成，国際競争力強化を追求している。ここでも先端技術を韓剛こ移転する

ことはいわゆるブーメラソ効果を生じさせることになり ，不況が長期化する中

での先進国資本は容易に技術移転を行うことはありえないであろう 。　ｒ高度成

長期」の日本がアメリカをはじめとする先進資本主義国から大量の貨幣資本や

技術を導入することによっ てｒ奇蹟の成長」を可能にさせた。韓国は目本の例

にならっ て外国からの資金調達，技術導入によって生産力の拡大をはかろうと

している。しかし目本の場合の「局度成長」は，いわは投資が投資を口乎ぶ，生

産のための生産 ・蓄積のための蓄積が行われたいわゆる「内需主導型」であ っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１４４）

．）／
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た。 その結果生産力が増大し国際競争力も強化され，１９６０年代後半には国内市

場の拡大の相対的困難性を輸出や海外生産に求めていったのであ った。目本の

場合は，「高度成長」期とその後の世界市場進出を可能にさせるべき国際的環

境の両方の条件が整っていたといえる。ところが韓国の場合は，１９７０年代後半

からの世界的不況の長期化の下での生産力拡大であり ，おのづから国際的下請

げ生産構造にたらざるをえたい状況であったということである。したがって韓

国の場合は目本と異たった国際的環境の下で，そしてアメリカ ・目本の共同支

配下での生産力発展という構造に今目の韓国経済の特殊性が見出される 。

　現在の世界資本主義は，先進資本主義の対立の要素を拡大しながらも各国の

協調によっ て体制維持をはかっている。韓国をはじめとするＮＩＣｓ 諸国は先

進資本主義国の事実上の管理の下で体制を維持しなげれぱならない。さらに

ＮＩＣｓ 諸国は他の発展途上国あるいは杜会主義国の追い上げにも対処しなげれ

ぱならなくな っている。中国，台湾，香港などの東アジァ諸国の生産力拡大は ，

アメリカ，ヨーロッバ，そして目本市場で先進国資本と競合するようにな って

いる 。先進国資本の海外進出はＮＩＣｓ 諸国を中心に国際的下請け生産体制の構

築を意図している 。それらのＮＩＣｓ 諸国は韓副ことっ て最大のライハルとな っ

ており ，輸出の絶対的拡大を困難にすることにもな っている。繊維製品に示さ

れるように，目本，アメリカ市場における地位の相対的低下はその典型でもあ

ろう 。このような状況から脱出するために韓国は先端技術を導入し，外資の大

量導入も行なうとしている。国際収支の改善策にもなるとされている。先端技

術を導入し，外資導入も拡大するということは一面では韓国の自立的国民経済

形成をますます阻止するという側面をもつのである。また先進資本主義国問の

競争の激化は，先端技術の輸出よりも，国際的下請げ生産構造を一層強化する

ことによっ て国際的競争力を向上させようとするであろう 。そうなれぱＮＩＣｓ

諸国は国際的下請げ生産という経済構造から脱出するどころではたく ，ますま

す下請げ化傾向が強まるということにもなる 。

　韓国は国際的下請げ生産構造の定着化と，一方でｒ自立化」を目ざした産業

政策を推進している。貿易自由化を推進したりあるいは外国人投資を促進する

　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ４５）
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ために外資導入法を成立させたりのいわゆる開放体制を目指す政策の追及であ

る。 １９８５年のＩ　ＭＦ総会の開催や１９８８年 ソウルオリンピ ックなどもその一環で

あろうが，しかし現在の世界経済状況は，韓国経済にとって極めて厳しいもの

があり ，経済成長はおろか「自立的国民経済」達成への道も困難であるといわ

たげればたらない 。

　　１）姜英女「韓国の累積債務問題」『経済評論』ユ９８３年７月号，参照 。

４　お　わ　　り　に

　現代韓国経済は，発展途上国発展の一つの型を提起した。資本主義的発展へ

の道である 。ＮＩＣｓ 諸国はいずれも資本主義的発展を辿って従属への道を進む

ことになっていったのである。その目的及び意義は，ＮＩＣｓ 諸国の国際的下請

げ生産構造化であり ，先進国資本の新たな進出先でもあるのである。さらにブ

ラジ ノレ，メキシコ に示されているように先進国による，金顧を通じての共同管

理も行われる状況も存在する 。

　韓国は，目本資本主義と最も国際的経済関係を密接にしている。目本の国際 １

的分業関係，対外投資なども韓国の位置づげは大きい。したがって韓国の経済

動向は目本に与える影響も大きいし，また目本の経済動向は韓国経済にも多大

な影響を及ぽしている。韓国の経済構造は一部で目本の国際的下請げ生産が行

われており ，目本資本の受げ入れのための環境も整備してきた。一方では目本

資本と競合する韓国資本あるいは産業部門の拾頭も著しい。目韓経済関係は ，

韓国の国際的下請げ化の進行と競合産業部門 ・資本の発展という二極構造が特

徴的な関係となっている。現在のこの目韓経済関係を実証的に明らかにするこ

とおよび今後の動向を明らかにすることは，ＮＩＣｓ 諸国を含めた発展途上国の

今後の動向への分析指標を与えるであろうし，現代世界経済の構造を明らかに

するステ ップともなるであろう 。

　本稿では時問及び紙幅の関係上，現代韓国経済の一断面を分析したにすぎな

い。 韓国の貿易構造，産業構造たどの具体的分析は次稿で行う予定である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１４６）


